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研究成果の概要（和文）： 
統合的流域管理政策総合評価のための動学的シミュレーションモデルを構築した。中国嘉興
市南湖、雲南省滇池、北京市密雲貯水池の各流域に適応し、バイオマスエネルギー変換技術を
中心とする畜産廃棄物処理の優位性とその対費用効果やバイオマスエネルギー変換技術導入の
GHG 削減効果を数量的に示し、また CDM 事業によるプロジェクト推進の可能性等を分析し、こ
の定量的な総合評価手法の有効性を明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）： 
We have constructed a dynamic simulation model for comprehensive evaluation of 
integrated river basin management. Applying the model to the basin of South Lake in Jiaxing 
City, Zhejiang Province; Dian Chi Lake in Yunnan Province and Miyun Reservoir in Beijing 
City, we analyzed the advantages of technologies when livestock wastes are properly 
treated to produce biomass energy, the social cost-benefit ratio of biomass plants, GHG 
reduction costs with installation of the plants, and possibility for implementing CDM 
projects in the basins, and have shown that the simulation model is effective and valid 
for comprehensive evaluation. 
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１．研究開始当初の背景 
中国の急激なエネルギー消費の拡大とそれ
に伴う温室効果ガス排出量の増加は、地球規
模の問題となってきている。また、消費活動
に伴う廃棄物の増加による環境負荷の問題も
顕在化しつつあり、特に有機系廃棄物からの
メタンガスや亜酸化窒素など温室効果の高い
ガスの発生や、排水による水系の汚染は水資
源の問題と関連して今後ますます重大になる
ことが予想される。今や中国の環境が地球環
境を左右するといっても過言ではない。一方、
日本では京都議定書の目標達成が困難な状況
であり、達成のための手段の一つとして、Ｃ
ＤＭ事業による温室効果ガス排出枠の確保が
重要と考えられる。 
中国では廃棄物の処理システムはあまり
進んでおらず、廃棄物が屋外に放置されたり、
未処理排水がそのまま水系に流れ込んでい
る例も多い。そうした廃棄物からは、二酸化
炭素の数十～数百倍の温室効果を持つメタ
ンガスや亜酸化窒素が発生することにより
地球温暖化を促進し、また水質汚濁は水系の
富栄養化を引き起こし、プランクトンの発生
による有毒化の原因ともなっている。従って
飲み水や調理などに必要な生活用水のため
の水資源は量・質ともにますます深刻な状況
になりつつある。一方では都市化に伴う水資
源の需要は拡大しており、逼迫し、過度に地
下水依存が行われている。 
以上のような状況から、中国では廃棄物の
適正な処理およびその技術の普及を早急に
進める必要があるが、処理技術はまだ設置者
においてメリットを生み出すだけのコスト
ダウンが進んでいない。また、政策発動によ
り地域単位で導入を進めようとしても、経済
と環境の両面を考慮した統合的な評価手法
は確立されていない。こうしたプロジェクト
の評価に関わる従来の研究は、プロジェクト
単独の効果や単一の環境指標（例えば温室効
果ガス）のみを考慮したものがほとんどであ
り、温室効果ガス・大気汚染・水質汚濁を全
て考慮し、さらに波及効果による産業全体へ
の影響を考慮した評価方法に関する研究例
は見当たらない。物質収支の観点から考える
と、ある環境負荷を低減させた場合に他の環
境負荷を増大させる可能性がある。これが環
境負荷を総合的に捉えなくてはならない根
拠である。 
メタンガスや亜酸化窒素の発生、水質汚濁
を引き起こしているのはバイオマス廃棄物の
中でも特に水分の多い生ごみ、下水汚泥、畜
産廃棄物（湿潤バイオマス）といったもので
ある。これらを燃焼や熱分解といった熱化学
的プロセスで処理する際には水分を蒸発させ
るための大きなエネルギーが必要であり、投
入エネルギーに対する回収エネルギーの比が
小さい。生物的処理を行った場合にもメタン
ガスが発生するが、装置内であるため容易に
回収が可能であり、エネルギー利用できる。
それは最終的には二酸化炭素となるが、この
二酸化炭素はカーボンニュートラルであり、
同じエネルギーを化石燃料から得た場合の二
酸化炭素の排出が抑制されることになる。つ
まりバイオマスの生物的処理により、温室効
果の高いメタンガスや亜酸化窒素の排出がカ
ーボンニュートラルな二酸化炭素の排出や、
脱窒により無害の窒素に置き換わるのである。 
研究代表者は以前より政策や技術の総合評
価に関する研究を進めており、環境と経済の
双方を考慮した最適政策を導出するシミュレ
ーションモデルの開発を行ってきた 1)2)。文部
科学省都市エリア産学官連携促進事業（霞ヶ
浦南岸新興都市エリア：生ゴミ・家畜ふん尿
バイオマスのエネルギー化システムの開発）
においては霞ヶ浦浄化のためのバイオマスの
エネルギー化システムの開発プロジェクトに
参画し、霞ヶ浦流域を対象として経済と環境
負荷（大気汚染・水質汚濁・地球温暖化）を
考慮したシステムの総合評価に携わった。こ
こでは、畜産業に対する対策が水質の改善に
効果的であるという知見が得られ、「流域管
理組合」の設置により従来よりも効率的な管
理体制が可能となることがわかった。また、
水質悪化の原因となる畜産業からのバイオマ
ス廃棄物のエネルギー利用に関して株式会社
安田、筑波バイオ・エコシステム協同組合と
の共同研究を行っている。海外でも、ウィー
ン大学（オーストリア）、ヴィクトリア大学
（オーストラリア）、ワイカト大学（ニュー
ジーランド）、南京大学、嘉興学院（中国）
などでワークショップを開き招待講演を行っ
た。本研究はこうしたバイオマスプラント・
最適化シミュレーションおよび政策評価に関
する知見を生かし、中国の環境改善とそのた
めの政策の評価に応用するものである。 
1)氷鉋揚四郎・小林慎太郎・水野谷剛，“環境・
経済・財政を視野に入れた科学技術の総合評
価 ―バイオマスリサイクルプラントを例と
して―”，会計検査研究、 no.32(2005), 
pp.51-70. 
2)内田晋・氷鉋揚四郎，“廃棄物のエネルギ
ー利用促進政策の評価”，地域学研究，
vol.36(2006), no.1, pp.21-34. 
 
２．研究の目的 
特定の流域を対象とし、バイオマスプラント
の普及により温室効果ガス・水質汚濁物質・
大気汚染物質といった環境負荷物質の環境
中への排出がどう変わるか、誘発される需要
により流域の産業構造や生産額がどう変わ
るか、また限られた予算制約や設定された環
境基準のもとで経済活動を最大化するため
の投資の予算配分やタイミングを導出する
ことにより環境と経済の両立が最大限に考
慮された施策をモデルシミュレーションに
より求め、動学的に総合評価する。 
 実際にバイオマスプラントを導入してい
く場合の投資主体や事業形態などについて、
日本・中国・その他の国の事例を研究し、実
現性の高い進め方を提案するため、ＣＤＭな
どの事業を通じた、温室効果ガス排出枠の獲
得による日本へのメリットついて検討する。 
 
３．研究の方法 
バイオマスプラント技術およびその投資
効果の評価のためのシミュレーションモデ
ル（動学的総合評価モデル）の開発を行う。
モデルの構成は以下の通りである。まず、流
域圏内において経済活動を行う主体として、
産業部門、民間消費部門、行政部門を設定す
る。バイオマスプラントについても産業部門
の一つとして扱う。廃棄物の処理の適正、不
適正は環境負荷に大きく影響を及ぼすため、
廃棄物処理技術に関しても技術ごとに部門
としてモデル中に設定する。汚染物質の排出
に対してはその除去技術が用いられること
があるが、主になる産業と切り離して考える
ため、それらも独立の産業として扱う。 
それぞれの部門は、原料の購入、生産、消
費、排出、納税、貯蓄、投資といった様々な
活動を行うが、全てに共通しているのは、ど
の部門もその活動を通じて物質・価値（貨
幣）・エネルギーがそれぞれ均衡しているこ
とである。例えば、ある廃棄物処理部門に取
り入れられた窒素は、最終的には環境中に何
らかの形で放出される。その際に窒素分子と
して空気中に排出されれば無害であるが、窒
素酸化物になれば大気圏における環境負荷
になり、硝酸態窒素になれば水圏、地圏にお
ける環境負荷になり、亜酸化窒素になれば温
室効果を持つ。こういった収支が全て均衡式
で表現される必要があり、またそうした制約
式が、本研究におけるモデルの主要な部分を
構成する要素となる。 
特定の流域をフィールドとしてシミュレ
ーションモデルを構築し、汚染排出権取引市
場を前提として、環境負荷排出削減制約を数
段階で厳しく設定し、これに応じて当該地域
GRP の成長がどのように変化するか、その時
に新たに選択、設置されるプラントの環境修
復技術はどのようなものであるか、その技術
の私的収支と社会的収支はどの程度乖離す
るか、新規技術を体現するプラントの設置を
日本からの海外投資で実現した場合、CDM プ
ロジェクトとしての可能性を測る指標とし
ての二酸化炭素換算 GHG排出削減コストはい
くらになるか、等を分析する。 
 
４．研究成果 
統合的流域管理政策総合評価のための動
学的シミュレーションモデルを構築した。中
国嘉興市南湖、雲南省滇池、北京市密雲貯水
池の各流域に適応し、バイオマスエネルギー
変換技術を中心とする畜産廃棄物処理の優
位性とその対費用効果やバイオマスエネル
ギー変換技術導入の GHG削減効果を数量的に
示し、また CDM 事業によるプロジェクト推進
の可能性等を分析し、この定量的な総合評価
手法の有効性を明らかにした。 
具体的には、 
（１）中国北京市の上水の 60%以上を依存し
ている重要な水源であり、近年、養豚業から
排出される畜産廃棄物の不適切な処理に起
因して水質悪化が問題となっている密雲貯
水池の流域である北京市密雲県をフィール
ドとして、同貯水池における水質改善と流域
から排出される温室効果ガス（GHG）排出削
減のための総合的流域環境政策について、
2007 年から 2016 年までの動学的シミュレー
ション分析に基づく総合評価を行い、流域が
今後実施すべき環境政策について分析した。
環境修復技術として新たに、T-N の処理に優
れた高度処理バイオマス・リサイクルプラン
トおよび大型のバイオディーゼル・エネルギ
ープラントを導入することを検討し、二つの
新技術は非常に有効で、水質改善と GHG 削減
の双方において非常に優れていること示し
た。例えば、流域の GRP 成長率を平均 1.4％/
年に維持したまま T-N、T-P,COD を 10 年間で
現状と比較して、それぞれ 20%、35%、30%以
上削減可能なこと、養豚業の生産額は 10 年
間で 30%以上成長できること等を明らかにし、
また、養豚業から排出される GHG は、10 年間
で約 16 万トン削減可能であり、新技術の導
入は水質改善ばかりでなく、地球温暖化対策
としても貢献することも明らかにした。流域
の GRP 成長率を平均 1.9%/年に維持すると、
バイオマス・リサイクルプラントと新エネル
ギープラントの投資総費用は約 10 億元（約
140 億円）であるが、その社会的便益は 450
億元であり、対費用効果の大きなプラントに
なることを明らかにした。各プラントの私的
収支の分析では、新エネルギープラントにつ
いては、各養豚業は電力売上等でその費用を
賄うことが出来るが、他方、バイオマス・リ
サイクルプラントについては、その費用を収
入で賄うことはできないこと等を明らかに
した。 
（２）中国雲南省滇池流域を研究対象地域と
して、流域で発生する化学的酸素要求量
(COD)、全窒素(T-N)および全リン(T-P) で測
った水質汚濁物質および二酸化炭素（CO2(化
石系)）、メタン(CH4)および亜酸化窒素(N2O)
の温室効果ガス（GHG）の排出削減を目的と
する総合的な流域環境政策分析した。滇池は
中国第 6番目の湖であり、昆明市を含む流域
の社会経済発展を支える重要な水源である
が、近年、昆明市を中心とする流域における
社会経済活動の急速な発展によって富栄養
化が進み、いわゆる「三湖三河川」の一つに
指定され、もっとも水質が悪化している重要
な湖として国家レベルで膨大な財政投入を
行い重点的な水環境改善に取り組んでいる。
その汚染物質の 80%以上は、環境対策が難し
いとされている畜産業や水田・畑地からの面
源負荷であり、特に畜産廃棄物は不適切に処
理されるならば、水質汚濁の原因となるだけ
でなく、メタンや亜酸化窒素等の地球温暖化
の原因となる GHG を排出する。2007 年を初期
値として、2008 年から 1 期 1 年、10 期の動
学分析を行い、T-N、T-P および COD 排出量を
一律に 2007 年レベル（各々、23,000ｔ、2,000
トン、79,000ｔ）からｎ％削減することを制
約に、流域の社会経済活動水準を示す指標と
しての流域 GRPを最大化するケース設定を行
い、下水道建設等の既存政策や低溶出率化学
肥料等の新規政策効果を分析した。GRP の減
少から判断して 30%削減が最大可能削減率で、
その時の GRP 減少額は約 70億円/年であるこ
とを明らかにし、これ以上の削減のためには
新しい高度技術の導入が必要であることを
明らかにした。行政区で見ると、農業の盛ん
な Song Ming 県および Ji Ning 県への予算配
分が多く、次が都市部の Guan Du 区であり、
総予算額 300 億円のうち、これらで 60%以上
を占める。発生源別対策でみると、やはり、
これらの三つの行政区では畜産業対策が最
も大きく、40%前後の予算を配分している、
等を示した。 
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